様式１－２
業　務　関　係　一　覧
	
	希望する業務内容
	
	測　量　等　実　績　高
	
	審査基準日

	
	業　　　務　　　名
	希
望
業
種
	
	 審査基準日以前24ヵ月間の
 決算(基準決算を除く)
    年   月       年   月
	基　準　決　算
    年   月       年   月
	
	申請日直前の決算期
     年     月     日

	
	大
区
分
	小
区
分
	
	
	
	
	
	

	5
	0
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	1
	イ

測
量
	一般測量
	
	            （税抜・千円）
	       （税抜・千円）
	

	5
	2
	
	地図の調製
	
	
	
	
	登録事業

	5
	3
	
	航空測量
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	登録番号

	5
	4
	ロ

建
築
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
	建築一般
	
	
	
	
	01 測量業者

	5
	5
	
	専
門
	意匠
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	5
	6
	
	
	構造
	
	
	
	
	02 地質調査業者

	5
	7
	
	
	暖冷房
	
	
	
	
	  第　　　　　号

	5
	8
	
	
	衛生
	
	
	
	
	03 土地家屋調査士

	5
	9
	
	
	電気
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	6
	0
	
	
	建築積算
	
	
	
	
	04 建築士事務所

	6
	1
	
	
	機械設備積算
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	6
	2
	
	
	電気設備積算
	
	
	
	
	05 補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

	6
	3
	
	
	調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	6
	4
	ハ
土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
	土質及び基礎
	
	
	
	
	06 司法書士

	6
	5
	
	鋼構造物及びｺﾝｸﾘｰﾄ
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	6
	6
	
	河川砂防及び海岸
	
	
	
	
	07 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

	6
	7
	
	電力土木
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	6
	8
	
	道路
	
	
	
	
	08 不動産鑑定業者

	6
	9
	
	トンネル
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	7
	0
	
	施工計画及び施工設備
	
	
	
	
	09 計量証明事業者

	7
	1
	
	建設機械
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	7
	2
	
	地質
	
	
	
	
	10

	7
	3
	
	造園
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	7
	4
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	11

	7
	5
	ニ　地質調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	7
	6
	ホ
補
償
関
係
	物件・権利調査
	
	
	
	
	12

	7
	7
	
	事業関連調査
	
	
	
	
	  第 　　　　 号

	7
	8
	
	登記手続き等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	9
	ヘ
そ
の
他
	
	
	
	

	
	
	
	その他の業務
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	0
	(実績高合計)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	項番74  ハ 土木関係建設コンサルタント　その他　　 の業務内容
項番79  ヘ その他　その他の業務
	

	8
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式１－３
職　員　関　係　一　覧
	
	常勤職員の数
（人）
	a 技術職員
	b 事務職員
	c その他の職員
	d 合計 (d=a+b+c)
	e 役職員等
	

	C
	0
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	有　　資　　格　　者　　数
	

	
	資　　格　　名
	人数(人)
	
	資　　格　　名
	人数(人)
	

	C
	1
	技
術
士
	機械
部門
	流体機械
	
	
	
	
	
	一級建設機械施工技士
	
	
	
	
	

	C
	2
	
	
	暖冷房・冷凍機械
	
	
	
	
	
	二級建設機械施工技士
	
	
	
	
	

	C
	3
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	一級土木施工管理技士
	
	
	
	
	

	C
	4
	
	電気・電子部門
	
	
	
	
	
	二級土木施工管理技士
	
	
	
	
	

	C
	5
	
	建
設
部
門
	土質及び基礎
	
	
	
	
	
	一級建築施工管理技士
	
	
	
	
	

	C
	6
	
	
	鋼構造物及びコンクリート
	
	
	
	
	
	二級建築施工管理技士
	
	
	
	
	

	C
	7
	
	
	都市及び地方計画
	
	
	
	
	
	一級電気工事施工管理技士
	
	
	
	
	

	C
	8
	
	
	河川、砂防及び海岸
	
	
	
	
	
	二級電気工事施工管理技士
	
	
	
	
	

	C
	9
	
	
	電力土木
	
	
	
	
	
	一級管工事施工管理技士
	
	
	
	
	

	D
	0
	
	
	道路
	
	
	
	
	
	二級管工事施工管理技士
	
	
	
	
	

	D
	1
	
	
	トンネル
	
	
	
	
	
	一級造園施工管理技士
	
	
	
	
	

	D
	2
	
	
	施工計画及び施工設備
	
	
	
	
	
	二級造園施工管理技士
	
	
	
	
	

	D
	3
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	一級建築士
	
	
	
	
	

	D
	4
	
	水道
部門
	上水道・工業用水道
	
	
	
	
	
	二級建築士
	
	
	
	
	

	D
	5
	
	
	下水道
	
	
	
	
	
	測量士
	
	
	
	
	

	D
	6
	
	衛生
工学
部門
	水質管理
	
	
	
	
	
	測量士補
	
	
	
	
	

	D
	7
	
	
	廃棄物処理
	
	
	
	
	
	林業技士
	
	
	
	
	

	D
	8
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	司法書士
	
	
	
	
	

	D
	9
	
	農業
部門
	農業土木
	
	
	
	
	
	不動産鑑定士
	
	
	
	
	

	E
	0
	
	
	地域農業開発計画
	
	
	
	
	
	不動産鑑定士補
	
	
	
	
	

	E
	1
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	土地家屋調査士
	
	
	
	
	

	E
	2
	
	林業
部門
	林業
	
	
	
	
	
	公共用地取得実務経験者
	
	
	
	
	

	E
	3
	
	
	森林土木
	
	
	
	
	
	土地改良換地士
	
	
	
	
	

	E
	4
	
	
	林産
	
	
	
	
	
	土地区画整理士
	
	
	
	
	

	E
	5
	
	応用理
学部門
	地質
	
	
	
	
	
	建築設備士
	
	
	
	
	

	E
	6
	
	
	その他
	
	
	
	
	
	ＲＣＣＭ
	
	
	
	
	

	E
	7
	
	総合技術監理部門
	
	
	
	
	
	その他の資格
	
	
	
	
	

	E
	8
	
	その他の技術士
	
	
	
	
	


	
	E
	9
	
	有資格者延べ人数合計
	
	
	
	
	


様式３
測量等実績調書
（業務区分）

	注　文　者
	元請又は
下請の別
	件　　名
	測量等対象
の規模等
	業務履行場所の
ある都道府県名
	請負代金の額
(税抜・千円)
	着  手  年  月
完成(予定)年月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月

	
	
	
	
	
	
	年    月


測量等実績調書記載要領
①　本表は、業務区分（様式１－２における「希望業務名」の「大区分」又は「小区分」）ごとに作成すること。
②　本表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。
③　下請については、「注文者」欄に元請業者を、「件名」欄に下請件名を記載すること。
④　「測量等対象の規模等」欄には、例えば測量における面積・精度等や、設計における構造・延べ面積等概要　を記載すること。
⑤　「請負代金の額」欄には、消費税及び地方消費税抜きの金額を記載すること。
様式４
技　術　者　経　歴　書
（業務区分）

	氏　　 名
	最終学校
	法令による免許等
	実　務　経　歴
	実務経験
年 月 数

	
	学校の種類
	専攻学科
	名　　称
	取得年月
	
	

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月

	
	
	
	
	年  月
	
	年  月


技術者経歴書記載要領
① 本表は、業務区分ごと（様式１－２における「希望業務名」の「大区分」）別にし、「法令による免許等」ごとにまとめて記載すること。
② 「学校の種類」の欄には、大学や高等専門学校等の別を記載すること。
③ 「法令による免許等」の欄には、業務に関する法律若しくは命令による免許又は技術若しくは技能の評定を受けたものを記載すること。（例：測量士、１級建築士）
④ 「実務経歴」の欄には、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種、地位及びその内容を直近のものから記載すること。
⑤ 「実務経験年月数」の欄には、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した年月数を記載すること。
